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風力発電等に係るゾーニング計画について 

「平成 28 年度風力発電等に係るゾーニング手法検討モデル事業」について 

１．概要

再生可能エネルギーの導入は地球温暖化対策の観点から重要である一方、風力発電（特に陸上風

力）については、立地適地をめぐって事業計画の集中が見られる等、環境面においては累積的影響

の考慮の必要性などが指摘されています。

そこで環境省では、地域（地方公共団体）において、環境面だけでなく経済面、社会面も統合的

に評価して、再生可能エネルギー導入を促進すべきエリア、環境保全を優先すべきエリアの設定な

どを行うゾーニング手法について検討します。
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西海市が取り組む「風力発電等に係るゾーニング手法検討モデル事業」について 

 

1. 事業実施体制について 
 

 
 

2. 風力発電のゾーニング計画を行う目的 

西海市は、長崎県に認定された「西海市環境実践モデル都市」として、公共施設への太陽光発電

並びに温浴施設への木チップボイラー導入、潮流発電設備の研究開発および里山保全活動など、地

域の皆様の協力を得ながら、また、多様で豊かな地域資源を活用しながら、「自然環境の保全と産

業振興の両立」を理念とする各種取組を推進している。 

近年、風況の良さ等により、大規模な風力発電事業の適地として再生可能エネルギー開発事業者

の関心を集めつつあり、既に複数の事業者から具体的な発電事業計画推進の申し出もあっている。 

平成 25 年度には江島沖で「風力発電等に係る環境アセスメント基礎情報整備モデル事業（環境

省）」が実施され、洋上風力発電事業に関係のある事項が一定把握されているものの、風車から発

生する騒音、低周波音、振動、影等に対する不安の声や、近隣自治体にも一部が所在する「長崎と

天草地歩の潜伏キリシタン関連資産」に係る景観への影響など、配慮を要する事項が多数存在して

いることから、市民生活、自然環境および地域産業への悪影響を回避するためには無秩序な開発を

防止する必要がある。 

一方、風力発電事業実施による経済効果等は確かに期待できると考えており、風力発電をはじめ

とする再生可能エネルギーを活用した民間企業による発電事業等の実施を契機とし、地域や期間を

限定しない広域的かつ持続的な地域・産業の振興に繋げる取組を推進する必要がある。 

そのため、土地利用に関する規制のみではなく、市民をはじめとする地域の考え方、その土地や

海域の利用状況、歴史的・文化的な事情などを詳細に把握したうえで、環境との調和が図られる風

力発電等に係るゾーニング計画を立案し、併せて、地域・産業の振興に向けた具体的方策を検討す

る。 

 
 

本事業を通じて作成するゾーニングマップを関係主体共通のプラットフォームとして利用する

ことにより、「地域と風力発電の共栄・共存」および「環境保全と地域・産業振興の両立」を図る。 

 

  

環 境 省 

長崎県西海市 

アジア航測㈱ 

委託 

再委託 

風力発電等に係るゾーニング手法検討モデル事業 

西海市風力発電等に係るゾーニング手法検討支援・調査業務 

モデル事業実施主体 

幹事業務 マニュアル等とりまとめ 

【ゾーニングマップ（結果）の活用に関する基本的考え方（例）】 

陸上風力のゾーニング：土地規制、環境保全に関する情報をマップにより周知し、無秩序な開

発を未然に防止する。また、環境保全上の影響が少ない立地については適地エリアと

して抽出し、事業の誘致を促す。 

洋上風力のゾーニング：環境保全エリア以外での事業性のあるエリアについては、漁業振興と

協調した自然エネルギー開発に資するための検討をおこない、特に早期の合意形成が

可能と思われるエリアは事業推進エリアとして事業の誘致を図る。 
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図１ ゾーニング策定の手順

一次スクリーニング
（ゾーニングマップ：

保全エリア、適地エリア）

・既存情報の地図（ＧＩＳ）化

（保安林、埋蔵文化財、重要な
景観資源からの距離など）
・ヒアリング情報 など

・現地調査
（海底地形、底質）
・ヒアリング情報

（事業性、重要な漁場、遊休農
地 など）

・ヒアリング

（漁業、農業との調整が短期間
で可能な場所 など）

ゾーニング条件設定

二次スクリーニング
（候補エリア）

事業推進エリア

3. ゾーニング対象範囲 

長崎県西海市域内およびその周辺の海域とする。 

陸上風力を対象とする陸地部については、島嶼を含む西海市全域とする。なお、国立公園等の特

に重要な保全区域はゾーニング条件の設定時に除外条件として適地から除外する。 

洋上風力を対象とする海域部については、隣接市町との境界が定まっていないため、下図の範囲

案をベースに、本事業の初期段階で隣接市町村との協議を行い、計画策定範囲を設定する。 

 

図 ゾーニング対象範囲（案） 

 

4. ゾーニングにあたっての基本的考え方 

本事業では、陸上風力および洋上風力を対象としたゾーニング計画を検討する。 

ゾーニングでは以下の４タイプに立地を区分する。 

 

・ゾーニングタイプ：「保全エリア」、「適地エリア」、「候補エリア」、「事業推進エリア」 

（事業推進エリアついては 3 段階

（「設置可能」、「要調整（漁業・

農業）」、「要調整（農業･漁業以

外）」）に細区分する。） 

 

  

差し替え予定 
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7. スケジュール（案） 

 

 
 

 
 

1 月 31 日 

開 催 



区分 所属 陸上 洋上

長崎総合科学大学新技術創成研究所 ○ ○

長崎大学環境科学部 ○

長崎大学大学院水産・環境科学総合研究科 ○

日本野鳥の会　長崎県支部 ○ ○

西海市農業委員会 ○

長崎南部森林組合　西海支所 ○

長崎西彼農業協同組合　北部営農センター ○

西彼町漁業協同組合 ○

瀬川漁業協同組合 ○

大瀬戸町漁業協同組合 ○

西海大崎漁業協同組合 ○

ＮＰＯ法人　西海市観光協会 ○ ○

西海市商工会 ○ ○

西海市行政区長連絡協議会 ○ ○

西海里山ｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ協議会
西海里山倶楽部

○

さいかい元気村協議会 ○

情報観光課 ○ ○

商工企業立地課 ○ ○

環境政策課 ○ ○

農林課 ○

水産課 ○

安全安心課 ○ ○

建設課 ○ ○

農業委員会事務局 ○

社会教育課 ○

19名 16名

西海市
関係部局

西海市風力発電等に係るゾーニング計画協議会　ワーキング構成（案）

学識経験者
・有識者

農林漁業

観光、商工

住民代表
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